
農業副産物を活用した高機能バイオ炭の製造・施用体系の確立

事業期間

事業規模など

◼ バイオ炭の普及拡大を図るため、バイオ炭の製造・施用コストを削減するとともに、農作物の生育促進などを助ける有用微生物の機
能を付与することにより、農作物の収量性を向上させる高機能バイオ炭を開発する。

◼ 農地炭素貯留の取り組みによって生産された農産物の「環境価値」を客観的に評価する手法を確立し、当該価値を取引価格
に転嫁できるようにすることで、バイオ炭農法の収益性を改善し、農業者の導入インセンティブを付与する。

事業イメージ

実施体制

事業の目的・概要

グリーンイノベーション基金事業／食料・農林水産業のCO2等削減・吸収技術の開発

※太字：幹事企業

別紙2-1

株式会社ぐるなび、片倉コープアグリ株式会社、ヤンマーエネルギーシス
テム株式会社、全国農業協同組合連合会、（高機能バイオ炭製造実
証を行う）各地の農業協同組合、国立研究開発法人農業・食品産
業技術総合研究機構

2022年度～2030年度(9年間)

 事業規模：約111億円
 支援規模*：約94.6億円
*インセンティブ額を含む。今後ステージゲートでの事業進捗などに応じて変更
の可能性あり。

 補助率など：9/10（委託） → 2/3 → 1/2（イン
センティブ率は10%）

バイオ炭製造
高機能バイオ炭の製造拠点

（全国各地のCE、ライスセンター）

海
外
展
開

高機能バイオ炭の開発

環境価値の評価手法の確立

• 高機能バイオ炭などを活用した
農地炭素貯留の取り組みの拡大

• 有機農業の拡大
• 生物多様性保全への配慮

【農業者・農業法人】

• 環境価値スコアなどを
参考に、食品を購入

• スコアポイントの蓄積
に応じた特典など

【事業者・消費者】

出典：（株）ぐるなび、片倉コープアグリ（株）、ヤンマーエネルギーシステム（株）

農産物の環境価値情報など
を消費者などに伝える流通シ
ステムの開発

GHG削減・吸収、栽
培地周辺の環境への
影響を勘案した総合
的な環境価値

高機能バイオ炭

（別事業）

微生物資材

バイオ炭製造設備

連携



高層建築物等の木造化に資する等方性大断面部材の開発

2022年度～2030年度（9年間）

事業期間

事業規模など

事業イメージ

実施体制

事業の目的・概要

グリーンイノベーション基金事業／食料・農林水産業のCO2等削減・吸収技術の開発

※太字：幹事企業

別紙2-2

 事業規模 ：約121億円
 支援規模*：約51.6億円

*インセンティブ額を含む。今後ステージゲートでの事業進捗などに応じて変更の可能性あり。

 補助率など
①：2/3 → 1/2（インセンティブ率は10%）、②：1/3（インセンティブ率は
10%）、③：9/10 委託（インセンティブ率は10％（企業などの場合））

セイホク株式会社 、 西北プライウッド株式会社、
国立研究開発法人森林研究・整備機構

国産材を原料とし、従来と異なる性能（縦方向および横方向が同等の強度）を有する等方性大断面部材を歩留
まりが高く効率的に製造する技術を開発することにより、高層建築物などにおける国産材需要を拡大し、人工林の
「伐って、使って、植える」という循環利用の確立を通じて森林におけるCO2吸収量の増加を目指す。
＊研究開発内容 ① 等方性大断面部材の製造要素技術の開発 ② 等方性大断面部材の連続製造技術の確立

③ 等方性大断面部材の規格化・告示化のための性能評価と設計法の提案

出典：セイホク（株）、西北プライウッド（株）、（国研）森林研究・整備機構

① 製造要素技術の開発

縦方向および横方向が同等の強度になる単板などの
厚みや組み合わせを導く（建築基準法85条に基づく
床用積載荷重1,800N/㎡以上負担可能な断面構
成）

② 連続製造技術の確立
等方性大断面部材が連続製造できる機械装置の開
発およびラインの最適化

③ 部材の規格化・告示化
のための性能評価と設計
法の提案

国産材を原料として支点間距離８m、耐火2時間の
等方性大断面部材を開発

開発した部材の日本農林規格(案)、開発した部材を
用いた一般的設計法の案を提示



漁港を利活用した海藻バンクによるブルーカーボン生態系拡大プロジェクト

2022年度～2030年度（9年間）
事業期間

 事業規模 ：約14.9億円
 支援規模* ：約13億円
* インセンティブ額を含む。今後ステージゲートでの事業進捗などに応じて変更
の可能性あり。

 補助率など：９/10（委託） →2/3 →１/２ （インセンティブ
率は10%）

事業規模など

ブルーカーボン推進のため、漁港を利活用して大量かつ安定的に海藻を育成し、従来の1/4の5kg程度の海藻移植

用カートリッジと栄養塩を溶出し10～18N/mm2の強度を有する海藻育成用基盤ブロックを用いて周辺海域へ効率

的に移植することにより、広域な藻場の造成と回復を実現する海藻供給システム（海藻バンク）を構築。

事業イメージ

三省水工株式会社、日建工学株式会社、
株式会社アルファ水工コンサルタンツ、三洋テクノマリン株式会社

実施体制

事業の目的・概要

グリーンイノベーション基金事業／食料・農林水産業のCO2等削減・吸収技術の開発

※太字：幹事企業

別紙2-3

防波堤

海藻育成基盤による藻場造成
（ブルーカーボン生態系の創出・拡大）漁港泊地での

海藻中間育成

移植

出典：三省水工(株)、日建工学(株)、(株)アルファ水工コンサルタンツ、三洋テクノマリン（株)


